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要旨 
 本稿では、労働組合組織率が低下している要因を、３つの仮説に基づいて検証を行った。

第１に新設企業では労働組合が結成されていないという仮説、第２に発言型従業員組織が

労働組合を代替するという仮説、第３に経営者が長期政権である、または同族企業におい

ては労働組合の存在が抑制されるという仮説である。その結果、第１の仮説に関しては、

新設企業では労働組合が結成されていない傾向がある。第２の仮説に関しては、発言型従

業員組織と労働組合は代替的ではなく、むしろ補完的な役割を果たしていることが示され

た。第３の仮説に関しては、同族企業では労働組合の存在が抑制される傾向にあることが

示された。 
 次に、同族企業の経営者が労働組合に対してどのような意識を持っているかを検証する

ことを試みた。その結果、同族企業の社長は労働組合の長所を非同族企業の社長と比べて

認めない傾向にあり、労働組合の短所を強く意識することが示された。この理由として、

非同族企業の社長は従業員の代表という側面が存在するのに対して、同族企業はそのよう

な要素が弱いことが考えられる。 
 さらに、労働組合の離職率に与える効果が経営者の属性によって異なるという仮説を検

証した。その結果、非同族企業では労働組合が存在すると離職率を低下させる効果がある

のに対して、同族企業ではそのような効果は確認されなかった。それは、そもそも経営者

の属性が異なれば労使関係と人事管理システムも異なっているからであると考えられる。 
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